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第１編 平成３０年度決算の概要 

 

Ⅰ 概 況 

 本書に収録した平成３０年度決算における市町村数、一部事務組合数、財産区数、公営事業会計数及

びこれらに係る決算規模は次のとおりである。 

 

団体（会計）数及び決算規模の状況 

 

団 体 （ 会 計 ） 区 分 
団体（会計）数 

平成 30年度歳入歳出決算 額 

（単位：千円） 

29年度 30年度 歳   入 歳   出 

 

１ 普通会計 

 (1)市町村 

 (2)一部事務組合 

 (3)財産区 

２ 公営事業会計 

 (1)収益事業会計 

 (2)国民健康保険事業会計 

   (ｱ)事業勘定 

   (ｲ)直診勘定 

 (3)介護保険事業会計 

   (ｱ)保険事業勘定 

   (ｲ)介護サービス事業勘定 

 (4)後期高齢者医療事業会計 

 (5)交通災害共済事業会計 

 

 

 

59 

23 

55 

 

1 

 

59 

13 

 

59 

12 

59 

1 

 

 

59 

23 

56 

 

1 

 

59 

13 

 

59 

11 

59 

1 

 

 

1,186,132,100 

63,677,437 

1,333,562 

 

21,340,455 

 

210,082,472 

1,992,048 

 

191,865,675 

65,834 

21,287,786 

239,904 

 

 

1,123,563,951 

61,603,936 

808,679 

 

21,123,940 

 

203,253,918 

1,834,343 

 

184,726,630 

63,501 

21,175,501 

239,616 

 

Ⅱ 平成３０年度市町村普通会計決算の概要 

 

１ 決算規模 

  県内市町村の普通会計決算額は、次のとおりである。 

    歳 入 1兆 1,861億 3,210万円   （前年度 1兆 2,361億 9,592万 4千円） 

    歳 出 1兆 1,235億 6,395万 1千円 （前年度 1兆 1,660億 7,606万 6千円） 

これを前年度と比べると、歳入が 500億 6,382万 4千円、4.0%減、歳出が 425億 1,211万 5千円、

3.6%減となり、歳入歳出決算額は、8年連続で 1兆円を超えている。 

決算額の増減率は、市部が歳入 4.2%減、歳出 3.7%減、町村部が歳入 3.8%減、歳出 3.5%減となって

いる。 

なお、決算規模及びその増減率の推移は、第１表及び第２表のとおりである。 
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２ 決算収支 

歳入歳出差引額（形式収支）は、市町村計で 625億 6,814万 9千円の黒字となっている。 

これを市部及び町村部に分けてみると、市部は 354億 6,445万 2千円の黒字（前年度 409億 113万

6千円の黒字）、町村部は 271億 369万 7千円の黒字（前年度 292億 1,852万 2千円の黒字）となって

おり、昨年度に引き続き全団体が黒字となっている。 

 

（１）実質収支 

実質収支（歳入歳出差引額から明許繰越等のため翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額）は、

市町村計で 435億 9,112万 9千円の黒字（前年度 438億 3,490万 9千円の黒字）となっている。 

これを市部及び町村部に分けてみると、市部は 243億 1,207万 8千円の黒字（前年度 262億 9,615

万 1千円の黒字）、町村部は 192億 7,905万 1千円の黒字（前年度 175億 3,875万 8千円の黒字）で

あり、黒字額は市部において減少したが、町村部は前年度より増加している。なお、実質収支は前

年度同様全団体が黒字になっている。 

また、標準財政規模（地方公共団体の一般財源の標準規模）に対する実質収支額の割合（実質収

支比率）は、8.5%（59市町村の加重平均）となり、前年度から 0.1ポイント下降したものの、実質

収支比率は、震災に係る財政措置の影響により高い数値になっている。 

 

（２）単年度収支及び実質単年度収支 

単年度収支（当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、市町村計で 2億 4,378

万円の赤字（前年度 59億 5,102万 7千円の黒字）となった。 

これを市部及び町村部に分けてみると、市部は 19 億 8,407 万 3 千円の赤字（前年度 32 億 1,995

万 2千円の黒字）で、町村部は 17億 4,029万 3千円の黒字（前年度 27億 3,107万 5千円の黒字）

となっている。なお、単年度収支の赤字団体は、市部は 6団体、町村部は 26団体となっている。 

また、実質単年度収支（単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、

財政調整基金からの取り崩し額を差し引いた額）は、市町村計で 21億 7,785万 8千円の赤字（前年

度 41 億 5,164 万 5 千円の赤字）となっている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部は 27

億 1,563万 1千円の赤字（前年度 38億 4,337万 7千円の赤字）、町村部は 5億 3,777万 3千円の黒

字（前年度 3億 826万 8千円の赤字）となっている。実質単年度収支の赤字団体は、市部で 7団体、

町村部で 25団体となっている。 

なお、実質収支等の決算収支の推移は第３表及び第１図のとおりである。 

 

３ 歳入 

歳入総額は、1 兆 1,861 億 3,210 万円で（前年度 1 兆 2,361 億 9,592 万 4 千円）に比べて、500 億

6,382万 4千円、4.0%の減となり、前年度の増減率（11.1%減）より 7.1ポイント上回った。 

 

  歳入の主なものは、 

地 方 税 

地方交付税 

国庫支出金 

地 方 債 

 2,702億8,657万8千円 

2,302億  214万2千円 

1,668億6,185万7千円 

779億4,694万8千円 

（構成比22.8%、対前年度増減率    2.9%） 

（構成比19.4%、対前年度増減率  ▲5.9%） 

（構成比14.1%、対前年度増減率  ▲6.5%） 

（構成比 6.6%、対前年度増減率   0.7%） 
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となっており、これらの 4科目で歳入総額の 62.8%を占めている。 

また、対前年度増減率の大きい科目は、増加科目では、財産収入が 140.2%増、地方特例交付金が 21.1%

増などとなっている。一方、減少科目では、株式等譲渡所得割交付金が 36.9%減、県支出金が 26.5%

減、配当割交付金が 23.9%減などとなっている。 

なお、歳入決算額の構成比の推移は第２図のとおりである。 

 

（１）地方税  

地方税の決算額は 2,702億 8,657万 8千円で、前年度（2,625億 9,102万円）と比べて 76億 9,555

万 8千円、2.9%の増となっている。増減率は、前年度（1.4%増）より 1.5ポイント上回っており、

地方財政計画における地方税の増減率（0.9%増）との比較でも 2.0ポイント上回っている。   

また、歳入総額に占める割合は、前年度の 21.2%から 22.8%へと増加している。 

地方税のうち主要税目である市町村民税及び固定資産税の対前年度増減率をみると、市町村民税

のうち個人分は、均等割が 0.1%減（前年度 0.8%増）、所得割は 0.1%減（前年度 2.7%増）となってい

る。法人分については、均等割が 0.8%増（前年度 1.7%増）、法人税割は 1.6%増（前年度 0.9%増）と

なっている。また、固定資産税は純固定資産税が 5.7%増（前年度 1.7%増）、交付金が 6.0%増（前年

度 4.8%増）となり、普通税全体では 2.6%増（前年度 1.4%増）となり、増減率では前年度との比較

で 1.2ポイント上回っている。 

次に、目的税では、入湯税が 0.5%減（前年度 1.1%増）、事業所税が 2.1％増（前年度 0.6%減）、都

市計画税は 12.3%増（前年度 1.9%増）となり、全体では 8.4%増（前年度 1.1%増）、増減率では前年

度を 7.3ポイント上回っている。 

税目毎の構成比では、固定資産税 44.9%（前年度 43.8%）、市町村民税 42.2%（前年度 43.3%）、市

町村たばこ税 5.4%（前年度 5.7%）の順になっている。また、地方税が増加した主な要因としては景

気回復及び新築家屋の増等に伴い、市町村民税及び固定資産税が増加したこと等による。 

なお、税目毎の構成比は第３図のとおりである。 

 

（２）地方交付税 

地方交付税の決算額は 2,302億 214万 2千円で、前年度（2,445億 4,481万 8千円）と比べて 143

億 4,267万 6千円、5.9%の減（前年度 0.0%）となっている。 

これを普通交付税、特別交付税及び震災復興特別交付税に分けてみると、普通交付税は 1,632億

3,051万 1千円で、前年度（1,706億 6,693万 9千円）と比べて 74億 3,642万 8千円、4.4%の減、

特別交付税は 190億 2,760万 2千円で、前年度（194億 6,431万円）と比べて 4億 3,670万 8千円、

2.2%の減、震災復興特別交付税は、479億 4,402万 9千円で、前年度（544億 1,356万 9千円）と比

べて 64億 6,954万円、11.9%の減となっている。 

また、地方交付税を市部及び町村部に分けてみると、市部で 8.0%減、町村部で 3.2%減となってい

る。 

地方交付税は、前年度と比較し、普通交付税、特別交付税、震災復興特別交付税のいずれも減少

している。 

なお、普通交付税の不交付団体は、広野町及び大熊町の２団体となっている。 
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（３）国庫支出金  

国庫支出金の決算額は 1,668億 6,185万 7千円となっており、前年度（1,785億 2,991万 6千円）

に比べて 116億 6,805万 9千円、6.5%減少している。 

国庫支出金の主な内訳をみると、児童手当等交付金が 196 億 4,894 万 4 千円で、前年度（201 億

1,612 万 3 千円）に比べて 4 億 6,717 万 9 千円、2.3%の減、普通建設事業費支出金は 175 億 3,859

万 8 千円で、前年度（209 億 3,142 万 1 千円）に比べて 33 億 9,282 万 3 千円、16.2%の減などとな

っている。 

 

（４）県支出金 

県支出金の決算額は 1,457億 4,142万 5千円で、前年度（1,984億 329万 4千円）と比べると 526

億 6,186万 9千円、26.5%減少しており、その主な要因は災害復旧事業費支出金等の減による。 

なお、県支出金の内訳は、国庫財源に伴い県の予算を通じて市町村に支出される間接補助金が

80.4%（前年度 84.0%）を占め、県の単独施策によるものは 19.6%（前年度 16.0%）となっている。 

 

（５）地方債 

地方債の決算額は 779億 4,694万 8千円で、前年度（774億 3,256万 1千円）に比べると 5億 1,438

万 7千円、0.7%増加した。 

主な内訳では、臨時財政対策債が 292 億 2,174 万 8 千円（地方債発行額の 37.5%）と最も多くな

っている。 

なお、地方債依存度（地方債の歳入総額に占める割合）は 6.6%となり、前年度（6.3%）より 0.3

ポイント上回ることとなった。 

 

（６）歳入の構造 

以上の結果、一般財源（地方税・地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割

交付金・地方消費税交付金・ゴルフ場利用税交付金・自動車取得税交付金、地方特例交付金及び地

方交付税の合計）は、歳入総額の増減率 4.0%減（前年度 11.1%減）に対して、0.9%減（前年度 1.3%

増）となっている。 

また、歳入総額に占める一般財源の割合は 46.6%となり、前年度（45.1%）よりも 1.5ポイント上

回っている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部では 48.6%と前年度（46.7%）より 1.9ポ

イント上回り、町村部では 42.6%と前年度（41.9%）から 0.7ポイント上回っている。 

なお、一般財源に臨時財政対策債発行額を加えると、歳入総額に占める割合は 49.0%となり、前

年度（47.4%）を 1.6ポイント上回る結果となった。 

 

歳入を自主財源（地方税、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越

金及び諸収入の合計）と依存財源に分けた場合、自主財源の歳入総額に占める割合は 43.3%となり、

前年度（39.4%）よりも 3.9ポイント上回っている。これを市部及び町村部に分けてみると、市部で

は 45.5%と前年度（41.6%）を 3.9ポイント上回り、町村部では、自主財源が 38.9%と前年度（34.8%）

よりも 4.1ポイント上回っている。その理由としては、地方税及び地方消費税交付金の増加、県支

出金である災害復旧事業費出金の減少によるものと考えられる。 

なお、一般財源及び自主財源の状況は第４表及び第４図のとおりである。 
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４ 歳出 

  歳出総額は 1 兆 1,235 億 6,395 万 1 千円で、前年度（1 兆 1,660 億 7,606 万 6 千円）に比べて 425

億 1,211万 5千円、3.6%の減少となり、増減率は前年度（12.0%減）より 8.4ポイント上回った。 

（１）性質別歳出の状況 

歳出のうち、義務的経費（人件費、扶助費及び公債費の合計）は、3,529 億 2,510 万 6 千円で、

前年度（3,557億 1,053万 5千円）と比べると 27億 8,542万 9千円、0.8%減少しており、前年度の

増減率（0.5%増）を 1.3ポイント下回った。その内訳をみると、扶助費で前年度比 0.6%減、人件費

は前年度と同程度、公債費で前年度比 2.4%減となっている。なお、義務的経費の歳出総額に占める

割合は 31.4%となり、前年度（30.5%）を 0.9ポイント上回った。 

投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費の合計）は 2,232億 6,104万

2千円で、前年度（2,393億 9,097万 1千円）に比べると 161億 2,992万 9千円、6.7%減となってい

る。これは、前年度に比べて普通建設事業費が 0.1%減（1億 157万 8千円の減）、災害復旧事業費が

41.9%減（160億 2,835万 1千円の減）となったためである。なお、投資的経費の歳出総額に占める

割合は 19.9%と前年度（20.5%）を 0.6ポイント下回り、前年度に引き続き義務的経費の構成比（31.4%）

を下回っている。 

義務的経費及び投資的経費を除くその他の経費では、区分順に、物件費が 1,958億 8,108万 1千

円で前年度（2,264億 9,325万 2千円）に比べると 306億 1,217万 1千円の 13.5%減、維持補修費が

154 億 8,721万 1 千円で前年度（177 億 424 万円）に比べると 22 億 1,702万 9 千円の 12.5%減、補

助費等が 1,258億 2,845万 9千円で前年度（1,141億 7,356万 2千円）に比べると 116億 5,489万 7

千円の 10.2%増、積立金が 1,040億 7,011万円で前年度（1,040億 5,775万 3千円）に比べると 1,235

万 7千円増で同程度、投資及び出資金が 49億 34万 4千円で前年度（54億 6,151万 4千円）と比べ

ると 5億 6,117万円の 10.3%減、貸付金が 118億 7,336万円で前年度（132億 258万 7千円）に比べ

ると 13 億 2,922万 7 千円の 10.1%減、繰出金が 893 億 3,723万 8 千円で前年度（898 億 8,165万 2

千円）に比べると 5億 4,441万 4千円の 0.6%減、繰上充用金は前年度同様 0千円となっている。 

なお、性質別歳出決算額構成比の状況は第５図、義務的経費及び投資的経費の状況は第５表及び

第６図のとおりである。 

 

 ア 人件費 

人件費の決算額は、1,313 億 9,306 万 5 千円で、前年度（1,313 億 6,953 万 4 千円）に比べると

2,353 万 1 千円増で同程度となっている。また、歳出総額に占める人件費の割合は 11.7%と前年度

（11.3%）よりも 0.4ポイント上回っている。 

人件費の内訳は、職員給が 879億 4,907万 6千円（人件費に占める割合は 66.9%）、地方公務員共

済組合等負担金が 195億 5,072万 7千円（同 14.9%）、退職金が 118億 7,514万 7千円（同 9.0%）等

となっている。 

 

 イ 扶助費 

扶助費の決算額は 1,414 億 4,864 万 4 千円で、前年度（1,423 億 2,475 万 4 千円）と比べると増

減率では 0.6%の減となり、前年度（0.4%増）を 1.0ポイント下回った。 

扶助費の 96.6%は民生費が占めているが、その内訳は児童福祉費が 734 億 9,772 万円（扶助費に

占める割合は 52.0%）、社会福祉費が 363億 3,502万円（同 25.7%）、生活保護費が 235億 1,403万 8
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千円（同 16.6%）と、この３科目で扶助費全体の 94.3%となっている。また、災害救助費が 2億 2,011

万 6千円（同 0.2%）となり、前年度（4億 5,195万 3千円）と比べると 2億 3,183万 7千円、51.3%

減となっている。 

 

 ウ 公債費 

公債費の決算額は 800億 8,339万 7千円で、前年度（820億 1,624万 7千円）に比べると 19億 3,285

万円、2.4%の減となっており、前年度（0.7%増）の増減率を 3.1ポイント下回っている。 

公債費の歳出総額に占める割合は、7.1%と前年度（7.0%）を 0.1ポイント上回っている。 

公債費の内訳は、地方債元金償還金が 800億 8,156万 7千円（公債費に占める割合は 99.9%） 

となっている。 

 

 エ 普通建設事業費と災害復旧事業費 

普通建設事業費の決算額は 2,010 億 3,059 万 9 千円で、前年度（2,011 億 3,217 万 7 千円）と比

べると 1億 157万 8千円、0.1%の減となっている。 

また、普通建設事業費の歳出総額に占める割合は 17.9%と前年度の 17.2%と比べ 0.7ポイント上回

っている。このうち補助事業費は 1,182 億 2,596 万 8 千円で、前年度（1,253 億 6,524 万 9 千円）

と比べると 71億 3,928万 1千円、5.7%減少し、単独事業は 785億 9,913万 9千円で、前年度（724

億 5,904万 5千円）と比べると 61億 4,009万 4千円、8.5%増加している。これを市部及び町村部で

分けてみると、市部では補助事業費が 16.0%減、単独事業費が 3.6%増となっている。また、町村部

では補助事業費が 6.4%増、単独事業費が 17.7%増となっている。 

なお、普通建設事業費における補助事業費の割合は 58.8%（前年度 62.3%）、単独事業費の割合は

39.1%（前年度 36.0%）となっており、7年連続で補助事業費が単独事業費を上回っている。 

災害復旧事業費の決算額は、222億 3,044万 3千円で、前年度（382億 5,879万 4千円）と比べる

と 160億 2,835万 1千円、41.9%の減少となり、市部で 48.0%減、町村部では 11.1%減となっている。 

 

オ その他の経費 

物件費は 13.5%の減（前年度 40.3%減）となっており、内訳では賃金が 4.0%増、旅費が 1.6％増、

交際費が 0.9%増、需用費が 0.1%増、役務費が 1.8%減、備品購入費が 0.6%増、委託料が 19.3％減少

している。また、補助費等は 10.2%増（前年度 3.0%増）、積立金は前年と同程度（前年度 12.3%増）、

投資及び出資金は 10.3％減（前年度 5.8%増）、繰出金は 0.6%減（前年度 1.8%減）となっている。 

なお、義務的経費及び投資的経費を除いたその他の経費の増減率は 4.1%減となっており、前年 

度（19.7%減）を 15.6ポイント上回っている。また、歳出総額に占める割合は 48.7%で、前年度（49.0%） 

を 0.3ポイント下回っている。 
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（２）目的別歳出の状況 

   歳出の主な目的別内訳をみると、構成比の高い順から、 

   民生費 3,153億6,709万6千円 

   総務費 2,146億6,017万7千円 

土木費 1,247億6,986万9千円 

教育費 1,040億2,346万4千円 

衛生費  820億2,722万5千円 

公債費  800億8,446万円 

 

（構成比 28.1%、対前年度増減率 ▲10.6%） 

（構成比 19.1%、対前年度増減率    1.6%） 

（構成比 11.1%、対前年度増減率 ▲ 7.0%） 

（構成比  9.3%、対前年度増減率 ▲ 3.8%） 

（構成比  7.3%、対前年度増減率 ▲ 1.0%） 

（構成比  7.1%、対前年度増減率 ▲ 2.4%） 

 

であり、民生費が前年度に引き続きトップとなった。 

民生費については、住宅、農地等の除染関連事業の進捗による災害救助費の減少したこと等によ

り減となっている。また、土木費については、復興事業や幹線道路整備等の進捗などにより減とな

っている。 

一方、総務費については、福島再生加速交付金基金など復興関連基金への積立が増加したことと

等により増となっている。 

なお、目的別歳出決算額構成比の状況は、第７図のとおりである。 

  

（３）財政指標（経常収支比率等） 

財政構造の弾力性を示す指標とされている経常収支比率（減収補塡債特例分及び臨時財政対策債

を地方税収入などと同様に経常的な一般財源等とする。）は 88.9%となり、前年度（88.5%）を 0.4

ポイント上回った。 

また、減収補塡債特例分及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた場合の経常収支比率は

94.3%となり、前年度（93.8%）を 0.5ポイント上回った。その内訳（構成比）をみると、人件費分

24.6%（前年度 24.4%）、物件費分 17.4%（前年度 17.0%）、公債費分 15.8%（前年度 16.0%）となって

いる。 

公債費による財政負担の程度を客観的に示す指標である実質公債費比率（3ヵ年平均）は 6.5%で、

全国加重平均（6.1%)を 0.4ポイント上回っている。なお、地方債の発行に際し、知事の許可が必要

となる実質公債費比率が 18%以上の団体は無い。 

その他、地方債現在高倍率（地方債現在高の標準財政規模に対する割合）は 159.5%で、前年度

（159.1%）を 0.4ポイント上回っている。 

また、積立金現在高比率（積立金現在高の標準財政規模に対する割合）は 116.1%で、前年度

（115.9%）を 0.2ポイント上回っている。 

主な財政指標の傾向をみると、経常収支比率（減収補塡債特例分（平成 18年度までは減税補塡債）、

臨時税収補塡債及び臨時財政対策債を一般財源に含む）については、やや悪化したものの、実質公

債費比率については、平成 20年度以降 11年連続改善されている。 

なお、経常収支比率及び実質公債費比率の推移は第６表のとおりである。 

    ※１ 平成 13年度決算から経常収支比率の算出方法が変わり、分母の経常一般財源等に「減収補塡

債特例分（平成 18年度までは減税補塡債）」及び「臨時財政対策債」を加えている。また併せて

「減収補塡債特例分（平成 18年度までは減税補塡債）」及び「臨時財政対策債」を経常一般財源

等から除いた経常収支比率も算出している。 
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  ※２ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律による健全化判断比率の考え方との整合性をとる

ため、標準財政規模には平成 19年度決算統計から臨時財政対策債発行可能額を加えた数値として

いる。 

 

５ 将来にわたる財政負担 

（１）地方債現在高 

平成 30度末の地方債現在高は 8,171億 7,098万 5千円で、前年度末現在高（8,142億 8,257万 9

千円）よりも 28億 8,840万 6千円、0.4%の増加となっている。平成 30年度に新たに借り入れた金

額は 779 億 4,694 万 8千円（前年度 774 億 3,256 万 1 千円）で 0.7%増となっており、平成 30年度

に償還した元利償還額は 800億 8,156万 7千円（前年度 820億 1,414万 5千円）で 2.4%減となって

いる。 

地方債現在高の増加額をみると、旧市町村合併特例事業債が 47億 4,214万 6千円増と最も大きく、

続いて緊急防災減災事業債が 43億 2,202万 4千円増、過疎対策事業債が 25億 8,411万 4千円の増

加などとなっている。 

地方債現在高の増加率を見ると、公共施設等適正管理推進事業債が 227.4％増、旧市町村合併推

進事業債が 225.4%増などとなっている。 

また、地方債現在高の構成比をみると、臨時財政対策債が 43.5%と最も大きく、次に一般単独事

業債が 24.8%、旧市町村合併特例事業債が 13.1%、過疎対策事業債が 7.3%と続いている。 

  

（２）債務負担行為額 

債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は 944億 9,734万円で、前年度（746億 1,869万 9

千円）と比べると、198億 7,864万 1千円、26.6%増加している。 

目的別にみると、物件の購入等に係るものが 203 億 6,539 万 2 千円（構成比 21.5%）、債務保証、

損失補償に係るものが 141万 1千円（同 0.1%）、その他が 741億 3,053万 7千円（同 78.4%）となっ

ている。 

過去に設定した債務負担行為に基づく平成30年度の支出額は233億5,770万9千円で、前年度（224

億 2,630万 6千円）と比べると、9億 3,140万 3千円、4.2%増加しており、これは歳出総額の 2.1%

（前年度 1.7%）、を占めている。その財源内訳をみると、一般財源等が 162 億 4,105 万 1 千円（構

成比 69.5%）で最も大きく、次いで国・県支出金が 37億 8,922万 7千円（構成比 16.2%）、その他の

財源が 25億 8,393万 1千円（同 11.0%）と続いている。 

 

（３）積立金現在高 

平成 30年度末の積立金現在高は 5,946億 3,144万 7千円で、前年度末（5,932億 6,991万 9千円）

と比べると、13億 6,152万 8千円、0.2%増加している。その内訳をみると、年度間の財源調整を行

うために積み立てる財政調整基金が 1,390億 1,564万 1千円（構成比 23.4%）で、前年度末（1,368

億 1,841万 4千円）と比べると、21億 9,722万 7千円、1.6%の増加、将来の地方債の償還に充てる

ために積み立てる減債基金が 359億 3,810万 2千円（構成比 6.0%）で、前年度末（351億 3,026万

円）と比べると、8億 784万 2千円、2.3%の増加、公共施設建設等の特定目的に充てるために積み

立てるその他の特定目的基金が 4,196億 7,770万 4千円（構成比 70.6%）で、前年度末（4,213億

2,124万 5千円）と比べると、16億 4,354万 1千円、0.4%の減少となっている。 
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（４）将来にわたる財政負担 

地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加えた額を標準財政規模で除した

割合（債務比率）は、前年度（173.6%）を 4.4ポイント上回る 178.0%となっている。 

一方、地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し

引いた実質的な県内市町村の将来の財政負担は、平成 30年度末で 3,170億 3,687万 8千円、前年度

末（2,956 億 3,135 万 9 千円）と比べると 214 億 551 万 9 千円、7.2%増加している。なお、この額

は平成 30年度歳入総額の 26.7%に相当し、前年度（23.9%）より 2.8ポイント上回っている。 

 

６ むすび 

東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故からの復旧・復興事業が進んでいく一方で平成 30年度

の県内市町村の財政状況（普通会計）は依然として厳しい状況にある。その一方で、住民に最も身近

で総合的な行政サービスを提供する地方公共団体である市町村の果たすべき役割はますます増大して

きており、地方公共団体はこれまで以上に地域の個性や魅力を生かした特色ある地域づくりを自主

的・主体的に進めていくことが求められている。 

こうした中、地方行政が住民の負託に十分に応えるためには、 

 

 ① 地方税等自主財源の充実確保に努めるとともに、分担金、負担金、使用料、手数料の受益者負担  

の適正化を図る等、長期的かつ安定的な財源の確保を図ること。 

 

 ② 事務事業の積極的な見直しを実施し、行財政の簡素合理化と経費の節減に努め、行政運営の効率  

化を図ること。 

 

 ③ 各種事業の実施に当たっては、中長期的な視点に立ち、市町村振興計画や財政計画等に基づいて  

計画的な執行に努めること。 

 

 ④ 少子・高齢化、国際化、情報化等社会経済情勢の変化に対応し、新たな行政課題や住民の多様な  

ニーズに即応した施策を総合的・機能的に展開できるよう組織・機構の見直しを図ること。 

 

 ⑤ 財政構造が悪化している又は悪化の兆しのある団体については、財政の健全化に向けた計画の策

定・見直しを行うなど、公営企業や第三セクター等を含めた財政構造の早期健全化を図り、新たな

地方債借入や債務負担行為の設定を抑制すること。 

 

また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率等が公表されるこ

とに加え、早期健全化基準等を超える団体は、財政健全化計画等の策定が義務づけられるなど、これ

まで以上に財政情報の透明化を図ることが求められており、行財政改革の着実な実行と適切なフォロ

ーによる歳入確保・歳出削減の努力が引き続き必要である。 

さらに、「統一的な基準」による財務書類の整備により、分かりやすい財政情報の開示も求められ

るとともに、財政運営にあたっては一般会計や公営事業会計のほか、一部事務組合、土地開発公社及

び第三セクターなどの財政状況を的確に把握し、将来にわたる健全な財政運営を総合的に予見・分析

していくことが望まれる。 


